
１　総括

　(１) 人件費の状況（普通会計決算）
（参考）

　(２) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成29年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、

      　職員数には当該職員を含んでいません。

　(３)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　(４)　給与改定の状況

　　　　　　　

（参考）

　　　　　　　

岩手県の給与・定員管理等について

6,942

人事委員会の勧告

（改定率）

82,469,526

%

％

　　計　　Ｂ

給与改定率

%

18.4

千円

一人当たり

　　　　　　Ａ

28年度の人件費率

30年度

18,686 14,860,667

　　　　　千円

区　　分 （参考）　都道府県平均

千円

（注）１　　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、
　　　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)
　　　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

（参考）
     国の改定率

給与費 B/A

Ｂ／Ａ

一 人 当 た り 給 与 費

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人　

職員数

7,174

　　　２　　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス
　　　　　指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、
　　　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。
　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく
　　　　　地域手当支給率）により算出。）

A

%

0.17

4.35

0.16

円

別紙１

％

18.3

　　　　　　Ｂ

千円

4.44

公務員の

月

0.10 4.45

月

割合　　　　　　A

358,214

    ②　特別給（期末・勤勉手当）

支給月数　　　B （改定月数）

月30年度

　（注）　 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給
         与月額です。

国　の　年　間

支　給　月　数

人事委員会の勧告

勧　告

円

区　　分

A-B

　（注）　 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手
         当及び勤勉手当の年間支給月数です。

民間の支給

円

較差

千円 千円

A-B

月月 月

勧　告較差

0.17

民間給与

1,264,329

区　　分 歳　出　額　

　　　　　　Ａ

29年度

29年度

区　　分

32,396,180

人

24,315,296 181,847,959986,984,123

129,726,373

千円

　　　　　（30年1月1日）

住民基本台帳人口 人件費率実質収支

千円 千円

職員手当給　 料 期末・勤勉手当

人　件　費

B

    ①　月例給

4.45

609358,823

年間支給月数

0.09

公務員給与

H27.4.1

98.6

（98.6）

H27.4.1

99.7

H28.4.1

98.9

（98.9）

H28.4.1

100.3

H29.4.1

99.1

（99.1）

H29.4.1

100.2

H30.4.1

99.3

（99.3）

H30.4.1

100.1

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

岩手県 都道府県平均
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　(５)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

［実施］

　(６)　特記事項
　 　給料の特別調整額減額 本庁部長級 5％減額

本庁副部長級 5％減額

本庁総括課長級   3％減額

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

  (１) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成30年４月１日現在）

    ①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

     ②　技能労務職

参考

歳 273 人 円 円 円

歳 1 人 円 円 円 円

うち用務員 歳 17 人 円 円 円 円

歳 94 人 円 円 円 円

歳 2,553 人 円 円

歳 210 人 円 円 円

円 円 円

うち用務員 円 円 円

円 円 円

50.7

うち守衛 3,264,128

-

対応する民間
の類似職種

-

51.0歳

平均給料月額

※　年収ベースの「公務員（Ｄ）」及び「民間　２（Ｅ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員におい
   ては前年度に支給された期末・勤勉手当を、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

-

413,909

-

（給料表の改定実施時期）平成28年４月１日
（内容）行政職給料表については、人事院勧告に準じた世代間の給与配分の見直しを行うため、若年層で最大１％程度引
き上げる一方、高齢層を最大３％程度引き下げることにより、平均１％程度引き下げました。なお、激変緩和の措置とし
て、平成28年４月１から平成31年3月31日までの３年間にわたり経過措置を実施しました。また、医療職給料表(1)を除く
他の給料表についても、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。

平均給与月額

410,940

391,232

（国比較ベース）

    ①　給料表の見直し

353,379

平均年齢

324,283

369,953

平均給与月額

 ―  329,845

平均給料月額

43.5

327,050

（支給割合）本県では県内全市町村が支給対象外地域ですが、県外事務所等においては、国基準の支給割合により支給し
ています。
（実施時期）平成28年4月１日

単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施しています。（平成28年4月1日実施）

区　　分

区分

338,450

43.3

43.1

224,800

平均給与月額

354,216

公務員

都道府県平均

224,800229,205

参考

4,821,213

Ｄ／Ｅ

1.48 2,808,700用務員

223,300

国

岩手県

    ③　その他の見直し内容

-286,817 328,637

357,326

306,728

366,262 344,802

297,540

職員数

対応する民間
の類似職種

324,106

うち守衛

321,975

国 50.7

52.0

都道府県平均

61.3

Ａ／Ｂ

岩手県

(Ａ）

平均給与月額
平均年齢

平均給与月額　

平均年齢

379,72052.9

（国比較ベース）

    ②　地域手当の見直し

58.9歳

282,300

54.3歳

1.63

（Ｃ）

1.92

54.6

※ 　「民間　１」は、平成30年人事院民間給与実態調査（調査対象：企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上の民間
   事業者）の「きまって支給する給与」の額を使用しています。(岩手県人事委員会の民間給与実態調査のデータは、対象
   人員がいない又は極めて少ないため、人事院の調査データを使用しています。）

156,300

区分

民間　２ 区     分

-

--

49.1歳
自家用乗用自動
車運転手

-

守衛

269,220

-

-

0.66349,053

1.1451.4歳用務員

--

うち運転技士 1.06327,714

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致するもの
   ではありません。

-- -

5,866,009

守衛

自家用乗用自動
車運転者

1.47

岩手県

1.64

207,200

うち運転技士

55.6歳

（Ｂ）

年収ベース（試算値）の比較

-

-

Ａ／Ｃ
公務員(D) 民間　２(E)

-

346,107

-

民間　１

平均年齢
平均給与月額　

※ 　「民間　２」は、賃金構造基本統計調査（対象：企業規模10人以上の事業所）において公表されているデータを使用し
    ています。（平成27～29年の３ヵ年平均）

2,005,700

1.72

3,048,400
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     ③　高等（特別支援・専修・各種）学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

     ④　小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

     ⑤ 警察職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成30年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　(２)　職員の初任給の状況（平成30年４月１日現在）

　(３)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円

円

392,827 412,868

310,050

407,037

345,740

398,032

-

208,000

－

－

345,600

386,715

円

－

経験年数30年

331,512

409,621

374,980

-

344,755

-

47.3

320,22939.1

41.3

320,732

169,500

円

平均給料月額

岩手県

一般行政職

経験年数20年

高　校　卒 148,400

253,524

岩手県

大　学　卒

361,178

小・中学校
教育職

円

43.0

高　校　卒

大　学　卒

378,305

391,303

警察職
高　校　卒

277,297

382,137

-

390,363

295,500

420,779

412,808

-

389,572

439,076

平均給与月額

286,750

経験年数25年

408,630

375,279

253,911

平均給料月額

358,075

440,397

348,321

平均年齢

平均年齢

357,407

44.8

295,961

平均給与月額

都道府県平均

円

円

225,607

439,967

419,034

381,743

区　　分

岩手県

都道府県平均

平均給料月額

426,685

都道府県平均

区　　分

374,941

平均年齢 平均給与月額

368,727

347,891

456,228

平均給与月額

（国比較ベース）

区　　分

－

179,200

円

157,700

円

一般行政職

円

145,800

技能労務職

212,100

区　　　分

警察職

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤
　　　　務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明ら
　　　　かにされているものです。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間
　　　　外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

180,800大　学　卒

円

高　校　卒

円

円

258,700

190,700

309,132

経験年数10年

中　学　卒

大　学　卒

区　　　         分

295,980

-

147,100

中　学　卒

高　校　卒

 ―  

137,700

国

38.4

317,397

大　学　卒

岩手県

高等学校教育職

国

－

－円

小・中学校教育職

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒 202,400

高等学校
教育職

大　学　卒

高　校　卒

157,700

高　校　卒

-高　校　卒
技能労務職

大　学　卒

202,400

171,000

45.5
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(１)　一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成30年４月１日現在）

（注）１　岩手県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

397,100

472,400

448,500

　　　　　　　　　円

411,500

　　　　　　　　　円

321,400

290,600

　　　　　　　　　円

230,900

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

264,300

　　　　　　　　　円

249,300

主任主査、本庁の担当課長

4.7

73
本庁の副部長、本庁の室長

306,500

462,100

　　　　　　　　　円

６　級

２　級

0.5

３　級

主査、主任主査

526,000

531,800

　　　　　　　　％

　　　　　　　　　円　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

９　級
　　　　　　　　人

７　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　　円
10　級

本庁の部長
22

　　　　　　　　　円

4
本庁の企画理事

564,100

主事、技師

　　　　　　　　　円

1.6

　　　　　　　　人

411,400

　　　　　　　　　円　　　　　　　　人

1,179

4.6

218

　　　　　　　　％
本庁の総括課長

本庁の課長、本庁の総括課長

749

標準的な職務内容

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

213

352,70012.2

　　　　　　　　　円

構成比

14.0

最高号給の
給料月額

143,900

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　％

561

１号給の
給料月額

643

職員数

　　　　　　　　　円

４　級

194,400

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

主任、主査

25.7

　　　　　　　　％

　　　　　　　　　円

主事、技師

　　　　　　　　人
５　級

365,600

８　級

0.1

16.3
１　級

930

387,200

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

区　　分

20.3

　　　　　　　　％

１級

16.3%
１級

14.4% １級

8.8%

２級

14.0%
２級

14.1% ２級

15.7%

３級

12.2%
３級

13.6%
３級

19.3%

４級

25.7%

４級

26.5%

４級

26.5%

５級

20.3%

５級

20.1%

５級

19.5%

６級

4.7%
６級

4.9%

６級

3.9%
７級

4.6%

７級

4.4%

７級

4.7%

８級

1.6%

８級

1.4%

８級

1.3%
９級

0.5%

９級

0.4%

９級

0.4%

10級0.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成30年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

10級

９級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

10級0.1%
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　(２)　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成30年４月１日現在）

　(３)　昇給への人事評価の活用状況（岩手県）

イ　人事評価を活用している

ロ　人事評価を実施していない

平成30年４月２日から平成31年４月１日までにおける運用 管理職員 一般職員

〇 〇

標準、下位の区分

○ ○ ○上位、標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

活用予定時期

昇給実績がある区分 昇給可能な区分

○

昇給実績がある区分

上位、標準の区分

活用している昇給区分 昇給可能な区分

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

岩手県（H30）

国家公務員（H30)

給

料

月

額

昇 給

（百 円）
国10級

国９級

国８級

国７級

国６級
国５級

国４級

国３級

国２級

国１級
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４　職員の手当の状況

　 (１)　期末手当・勤勉手当

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　 ５～20％ ・役職加算　 ５～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（都道府県・一般行政職）

イ　人事評価を活用している

ロ　人事評価を実施していない

　(２)　退職手当（平成30年４月１日現在）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２～20％の加算） （２～45％の加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。

　(３)　地域手当　(平成30年４月１日現在)
千円

　　円

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

人 ％ ％

％ ％

％ ％

(0.85)

上位、標準、下位の成績率

一般職員

千円　
－

支給実績がある
成績率

〇

平成30年度中における運用 管理職員

活用している成績率

1.75

支給実績がある
成績率

〇

標準、下位の区分

支給可能な
成績率

上位、標準の成績率

活用予定時期

標準の成績率のみ（一律）

0

6

（支給率）　　　　　　　    自己都合　  　    勧奨・定年

支給可能な
成績率

10

岩手県 国

15

○

49,086

○ ○ ○

33.27075

（1.45）

1,829

47.709

24.586875

47.709

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

支給実績（29年度決算）

（注）１　「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、平成29年度における地域手当の額です。

　 　 ２　「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計から給与を支給されている
　　　　　一般職の職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率です。

17

福岡市

16

- 0

6

支給対象地域

16

（支給率）　　　　　　      自己都合　　   勧奨・定年

岩手県

１人当たり平均支給額（29年度）

大阪市

県内全市町村

16

19.6695

28.0395

39.757539.7575

47.709 47.709

19.6695

33.27075

47.709

1.802.60

16

（0.85）

22,962

平均支給率 17

仙台市

27

　 　 ３　上記の他、警察庁の職員等であった者が岩手県の警察官となった場合の特例措置の対象となる職員に
　　　　対しては、適用日の前日に在勤していた支給対象地域における支給率等により支給しています。

2.60

831,966

国

24.586875

（1.45）

1

47.709

5 6

20

16

3 10

15

3

3

16

名古屋市

豊田市

28.0395

支給対象職員数

医師・歯科医師

5,297

国の制度（支給率）

国立市 1 15 15

支給率

21

20東京都特別区
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　(４)　特殊勤務手当（平成30年４月１日現在）
千円

　円

　％

1,165,531

157,525

2,044 千円

千円

千円

千円

千円

千円1,463

12,116

千円

千円

176

千円

千円

454

191 千円

86

6,575 千円

月額 17,600円又は日額
830円

日額 650円

日額 230円

10,840

日額 290円

6,678 千円

16

月額 給料月額の7/100

16,154 千円

日額 230円

月額 12,800円又は日額
610円

月額 給料月額の2/100～
7/100

千円

74 千円

日額 270円

558

月額 給料月額の8/100又
は日額 230円～1,490円

日額 720円

日額 290円

5,574

保健所、病害虫防除所、家畜保健
衛生所等に勤務する職員

環境保健研究センター又は北上川
上流流域下水道事務所に勤務する
職員

地方税法の規定に基づく
犯則事件の調査業務、漁
業関係取締業務

労働安全衛生法施行令
に規定する有害物を取扱
う業務

看護師の養成指導業務

保健福祉部障がい保健福祉課、保
健所又は精神保健福祉センターに
勤務する職員

種雄牛馬等の自然交配
等のため種雄牛馬等を御
する作業

X線その他の放射線を人
体に対して照射する作業
又は放射線障害防止の
ため行う作業

広域振興局保健福祉環境部、福祉
総合相談センター、児童相談所等
の職員

高等看護学院に勤務する看護師

公害の防止等県民生活
の生活環境の保全のため
実施する立入検査

広域振興局保健福祉環境部、環境
保健研究センター等に勤務する職
員

生活保護に係る業務、更
生措置等を要する者又は
要保護女子等に面接して
行う相談・指導業務等

精神保健関係調査業務、
精神障害者の移送業務
又は精神障害者の福祉
に関する相談指導業務

月額 給料月額の2/100～
8/100

7,053 千円

30,464

環境衛生指導員等

防疫に従事する職員

千円

127

日額230円～1,900円

一般廃棄物処理施設、産
業廃棄物処理施設又は
浄化槽の立入検査

千円

241 千円

月額 給料月額の10/100
（最高限度20,000円)又は
日額870円

日額290～380円

県税の賦課徴収に関する
業務

39

39.6

支給実績（29年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

衛生検査業務手当

爆発物取締業務手当 日額 250円

消防学校に勤務する職員

産業技術短期大学校、高等技術専
門校等に勤務する職業訓練指導員

職業訓練業務

家畜保健衛生業務

病理試験、細菌試験又は
化学的試験・検査

月額 給料月額の2/100～
7/100又は日額300円

広域振興局農政部、農林部、水産
部、土木部等に勤務する職員

家畜保健衛生所、農業研究セン
ター又は農業大学校に勤務する職
員

感染症等の疑いがある家
畜に対する防疫作業、犬
の捕獲、処分、薬殺の作
業

と畜検査

総務部総合防災室等に勤務する職
員又は警察職員

0

杜陵学園、特別支援学校に勤務す
る職員

日額 400円～550円
総務部税務課、漁業取締事務所等
に勤務する職員

救助訓練、火災防御訓練
等における指導業務

火薬庫の保安検査、火薬
類に係る立入検査又は高
圧ガス製造施設の保安検
査・立入検査

研修業務

主な支給対象業務

土地の取得等に係る交渉
業務

用地交渉等手当

手当の種類（手当数）

支給実績
（29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

社会福祉施設等勤務手
当

環境衛生検査等業務手
当

精神保健福祉業務手当

保健所又は生物工学研究所に勤務
する職員

有害物取扱手当

総務部税務課、広域振興局経営企
画部又は県税部、東京事務所に勤
務する職員

社会福祉業務手当

防疫等作業手当

放射線取扱手当

公害防止等業務手当

手当の名称 主な支給対象職員

と畜検査員

入所者又は児童若しくは
生徒の介助又は指導を補
助する業務

日額 230円

左記職員に対する
支給単価

と畜検査手当

広域振興局農政部若しくは農林
部、家畜保健衛生所、農業研究セ
ンターに勤務する職員

職業訓練指導手当

種雄牛馬等取扱手当

消防訓練指導手当

農業大学校に勤務する職員

家畜保健衛生業務手当

看護師養成指導手当

犯則取締等手当

農業研修業務手当

徴税手当

7



千円

千円

0

千円

（注）　手当別の支給額には追納分等が含まれてないため、その合計額は支給実績の総額と一致しません。

千円

千円

7,449

648

148

366

日額 1,700円

千円

千円

1航海 （漁獲水揚総収入
－販売手数料）×（10～
20）/100以内で任命権者
が定める

1時間 600円

潜水深度により1時間当た
り310円～1,500円

日額 200円
教務その他の教育に関す
る業務についての連絡調
整及び指導助言の業務

日額1,800円～8,000円

千円

143,508

千円

0 千円

日額 230円～4,600円又は
１回1,240円～3,200円

3,889 千円

0

111,636

24

日額 450円

日額 350円～910円
（福島原発事故関係の作
業は日額660円～40,000
円）

10,543

0 千円

千円

地上又は水面上10メート
ル以上の足場の不安定
な箇所で行う測量、調
査、若しくは工事の監督
の作業、又は保守点検の
作業

1時間 1,900円～5,100円

正規の勤務時間による勤
務の一部又は全部が深
夜において行われる業務

回転翼航空機に搭乗して
行う操縦業務、整備業
務、捜索救難、犯罪の捜
査

用船料×（10～20）/100以
内で任命権者が定める

日額 220円

２以上の学年の児童又は
生徒で編成されている学
級で行う授業又は指導

千円

44,445 1回 410円～1,100円

橋脚の基礎工事その他
港湾、河川等におけるこ
れに類する工事におい
て、水面下４メートル以上
の深所で行う作業

回転翼航空機に搭乗する職員

潜水業務に従事する職員

広域振興局土木部に勤務する職員

広域振興局農政部、農林部、水産
部、土木部等に勤務する職員

広域振興局農政部、農林部、水産
部、土木部等に勤務する職員

広域振興局農政部、農林部、水産
部、土木部等に勤務する職員

広域振興局農政部、農林部、水産
部、土木部等に勤務する職員

２の課程の授業に従事し
た場合

日額 200円～220円

講師手当

交通を遮断することなく行
う道路の維持修繕の作業

犯罪の捜査又は被疑者
逮捕の作業、警ら作業、
犯罪鑑識作業、死体処理
作業、被留置者看守作業

指導教諭、教諭又は養護教諭

国の外務公務員に準じる。
ただし、在勤基本手当は
80/100、配偶者手当は扶
養手当額を控除する。

千円

日額 300円

日額 290円～350円

日額 320円～540円

1,430

千円

千円

教員特殊業務手当

千円

学校の管理下において行
う非常災害時等の緊急業
務、修学旅行等において
行う引率・指導業務

0

トンネルの掘削作業

潜水業務

指導教諭、教諭、講師等

1,718

用船手当

教育業務連絡指導手当

739,548

用船された船舶に乗船し
た場合

船舶に乗船して航海した
場合

水産教育実習指導手当

特殊自動車の運転作業
又は除雪車による除雪作
業

412 日額　300円～450円

船員

潜水手当

漁ろう手当

指導教諭、教諭、養護教諭、講師、
実習助手等

海外事務所勤務手当

漁ろう作業

練習船に乗船して行う水
産教育実習の指導業務

重大な災害の際に行う巡
回監視業務又は災害発
生個所で行う応急作業

県立の高等学校に勤務する教育職
員

航空手当

多学年学級担当手当

深所作業手当

刑事作業手当

道路上作業手当

航海手当

海外事務所に勤務する職員

夜間特殊業務手当

県立の高等学校に勤務する副校
長、指導教諭、教諭、講師、実習助
手等

船員

災害応急作業等手当

坑内作業手当

高所作業手当

警察職員

警察職員

船長、上席航海士、上席通信士、
上席機関士等の職員

外国に所在する機関で行
う業務

特殊自動車運転作業手
当

広域振興局土木部、農業研究セン
ター又は農業大学校に勤務する技
能労務職の職員

千円
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　(５)　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

　(６)　その他の手当（平成30年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

同じ。

106,757特地勤務手当

管理又は監督の地位にある職員に
支給されます。（月額：27,900～
133,600円）

1,104,980

2,048,771

千円

単身赴任手当

生活の著しく不便な地に所在する
公署に勤務する職員に対して支給
されます。（月額：給料月額及び扶
養手当額の合計×18/100以下）

農業、水産又は工業に関する課程
を置く高等学校の副校長、教諭、講
師、実習助手等対して支給されま
す。（月額：給料月額×８/100以下）

1,387,883

10,996

368,835

407,414

千円

千円

支給実績
（29年度決算）

同じ。

異なる。

232,761

143,236

千円

千円

千円

支給職員１人当たり

職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

2,669,571

管理職手当（給料の
特別調整額）

国の制度
との異同

284,741

1,182,661

579,344

150,182

56,354

2,120,048

本県の地理
的事情を考
慮し、交通
距離区分及
び区分に応
じた加算額
が異なりま
す。

扶養手当

547

扶養親族のある職員に支給されま
す。（月額：配偶者・父母等6,500
円、子10,000円）

平均支給年額

千円

317,738

655,577

382,142千円

3,055,174

（29年度決算）

支給実績（28年度決算）

通勤手当

職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

賃貸住宅居住者又は単身赴任者で
配偶者等が賃貸住宅に居住する職
員に支給されます。（月額：27,000
円以下）

住居手当

461

本県の地理
的事情を考
慮し、交通
機関利用者
に係る積算
方法、交通
用具等使用
者に係る限
度額が異な
ります。

同じ。

通勤のために交通機関を利用し、
又は交通用具等を使用している職
員に支給されます。（月額：交通機
関利用者75,000円以下、交通用具
等使用者35,000円以下）

内容及び支給単価

支給実績（29年度決算）

本県の管理
職の在職実
態を考慮し
て手当額を
設定したた
め、国と手
当額が異な
ります。

医師、歯科医師及び獣医師として
新たに採用された職員に対して支
給されます。（月額：414,300円以
下）

異動等に伴い、住居を移転し、やむ
を得ず配偶者と別居することとなっ
た職員に対して支給されます。（月
額：30,000円、交通距離により加算
有り）

初任給調整手当

手　当　名
国の制度と
異なる内容

産業教育手当

へき地手当

異なる。

千円

同じ。

生活の著しく不便な地に所在する
学校等に勤務する職員に対して支
給されます。（月額：給料月額及び
扶養手当額の合計×18/100以下）

異なる。
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円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成30年４月１日現在）

円 （ 円）

円 （ 円）

円

円

円

月分

月分

円

円

　　　(注）１　知事及び副知事の給料は、平成30年４月１日現在、括弧内の額に減額しています。
　　 　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）務め                                
             た場合における退職手当の見込額です。  

知       事

夜勤手当

議       員

議       長

管理職員特別勤務
手当

議
員
報
酬

区 分

農林漁業普及指導
手当

寒冷地手当

副  議  長

副  知  事

議       長

副  議  長

定時制通信教育手
当

11月から翌年３月までの間現に支
給地域に居住する職員に対して支
給されます。（月額：7,360円～
17,800円）

副  知  事

議       員

知       事

期
末
手
当

　（支給時期）

     950,000円×在職月数×0.45

任期毎

任期毎

退
職
手
当

38,376,000

9,256

　　（30年度支給割合）

3.25

395,288

千円

特定管理職員等が緊急の必要によ
り週休日又は休日等に勤務した場
合、若しくは緊急の必要により週休
日等以外の日の午前零時から午前
５時までの間の正規の勤務時間以
外の時間に勤務した場合に支給さ
れます。（勤務１回：12,000円以下）

異なる。

知       事

災害派遣手当

副  知  事

  1,230,000円×在職月数×0.65

890,000

休日に勤務することを命ぜられた職
員に対して支給されます。（１時間：
勤務１時間当たりの給与額の
135/100）

国では「在
勤する官
署」の地域
に応じて支
給されます
が、本県で
は「居住す
る」地域に
応じて支給
されます。ま
た、本県で
は地域の気
候条件等を
考慮して、
支給地域が
一部国と異
なります。

72,057

農業、林業若しくは水産業を行う者
又はこれらに従事する者に接して、
農業、農村生活、林業又は水産業
に関する技術及び知識を普及指導
することを職務とする職員に支給さ
れます。（月額：給料月額×８/100
以下）

68,053

450,927

1,069,658

800,000

3.25

　　（30年度支給割合）

20,520,000

　（１期の手当額）　　（算定方式）

105,607

同じ。

同じ。

同じ。

1,168,500

921,500

災害応急対策又は災害復旧のため
派遣された職員に対して支給されま
す。（日額：3,970円～6,620円）

770,000

1,230,000

給　　　　　　　　料　　　　　　　　月　　　　　　　　額　　　　　　　　等

給

料

千円

950,000

千円

55,915

333,597

75,626

588,279

高等学校等に勤務する教育職員に
対して支給されます。（月額：8,000
円以下）

千円
定時制教育又は通信制教育に従事
する教育職員に対して支給されま
す。（月額：給料月額×8/100以下）

千円

千円

801,493 千円

千円

千円

57,946

宿直又は日直勤務することを命ぜら
れたときに支給されます。（勤務１
回：4,200円～7,200円）

同じ。

休日勤務手当

正規の勤務時間として、午後10時
から翌日の午前５時までの間に勤務
することを命ぜられている職員に対
して支給されます。（１時間：勤務１
時間当たりの給与額の25/100）

義務教育等教員特
別手当

宿日直手当

10



６　職員数の状況

　(１)　部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

　(２)　年齢別職員構成の状況（平成30年４月１日現在）

　(３)　職員数の推移
（単位：人・％）

(注)　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数を示しています。

2,514

4,357

1,027 2,819

人 人 人

2,462

12,209

56歳

人

（参考：人口10万人あたり職員数　344人）

12,070

2,474

1,783 3,009122 1,653 1,676

平成26年 平成28年

20歳 28歳 36歳

4,3124,153

44歳

一般行政

警　察

教　育

～

4,964

12,367

未満

4,265

人

23歳

～

24歳

23,841

病院

民生

5,132

3,2392,109

人 人

51歳

～

39歳 47歳

～

27歳

合　　計

　
会
計
部
門

小　　計

その他

［26,459］

20歳

公
営
企
業
等

区　分

23,818

46

（参考：人口10万人あたり職員数　1,885人）

［26,459］

32歳

23

3,194

23,818

5,178

0

△ 6

7

△ 1

125

△ 5

33 33

148

教育部門

警察部門

土木

計

税務

議会

労働

農林水産

業務見直しによる減

1,415

対前年
増減数平成29年

普
通
会
計
部
門

商工

小　　計

総務

平成30年

　　　　　　　　　　区　　分
　
　　部　　門

主な増減理由

一
般
行
政
部
門

衛生

職　員　数

(各年４月１日現在）

△ 3

国保事業部門への移管による減

産業集積、就業支援の推進による増

△ 5

業務見直しによる減

業務見直しによる減

業務見直しによる減

△ 24

国保事業部門の新設による増

児童、生徒数の減少による減

8

0

看護体制の維持及び診療体制の強化による増

（参考：人口10万人あたり職員数　1,476人）△ 23

～

31

59歳43歳

15

40歳

人

52歳

～

48歳

～

人

60歳

以上

人
職員数

過去５年間の増減数
及び増減率

696

55歳

平成30年

計

人

～

人

△ 2

内部統制体制の強化による増
ラグビーワールドカップ2019™開催準備による増

15

23,841

5,071

4,350

5,178

　　　　　　　　区　　分

　部　　門
平成25年

11,868

2,493 2,492

23,951

5,132

平成29年

23,92924,08824,092

2,476

総合計

204

△69111,844

2,468

23,841

4,911公営企業等会計計

12,535

(4.9%)

△31

267

△251

(5.4%)

(△1.0%)

(△5.5%)

(△1.2%)

4,995

174

4,984

18,686

894

288

879

128

286

484

4,273

～

35歳

～

31歳

4,350

479

平成27年

人

173

782

167175

163

1,410

4,357

5,015

782

11,844

18,663

2,4682,462

11,868

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

20

歳

未

満

20

ｌ

23

24

ｌ

27

28

ｌ

31

32

ｌ

35

36

ｌ

39

40

ｌ

43

44

ｌ

47

48

ｌ

51

52

ｌ

55

56

ｌ

59

60

歳

以

上

（％）

構成比

５年前の構

成比
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７　公営企業職員の状況

　(１)　病院事業
    ①　職員給与費の状況

     ア　決算
　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費　58,505千円を含みません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成30年３月31日現在の人数です。

        イ　 特記事項

　 　給料の特別調整額減額 本庁部長級 5％減額

本庁副部長級 5％減額

本庁総括課長級 3％減額

    ②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

    ③　職員の手当の状況

     ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

・役職加算　 ５～20％ ・役職加算 ５～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 15～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

     イ　退職手当（平成30年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置

（２～20％の加算） （２～20％の加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額です。

53.6

一人当たり

47.709 47.709 47.709 47.709

2,106 21,291 5,297 22,962

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

岩手県医療局 岩手県知事部局

（1.45） （0.85）（1.45） （0.85）

1,505 1,829

2.60 1.75 2.60 1.75

-

団体平均（事務職） 43.4

岩手県医療局 岩手県知事部局

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

38.6

45.2

346,399 563,681

38.8

45.4

297,872

570,215

7,532

千円

7,214

＜基本給＞
給料の月額+扶養手
当+地域手当の平均

＜平均月収額＞
職員１人当たりの平
均年収額を12で割っ
たもの

488,896

36,690,192

500,795

1,534,102

千円

平均月収額

岩手県（医療技術員）

千円

団体平均（看護）

571,764

事業者 -

総費用
純損益又は
実質収支

　　　　　千円

305,980

44.9

29年度

53.5

職員給与費比率区　分

55,949,549

　　　　　　Ｂ／Ａ

104,490,636 △ 494,781

　　計　　Ｂ

9,676,044 7,372,315

人

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

％

団体平均（医師）

一 人 当 た り 給 与 費

37.9

千円

給　 料 職員手当

297,689 468,087

岩手県(医師）

19,641,833

職員数

　　　　　　Ａ

千円

岩手県(看護） 38.6

5,086

　　　　　　区　　分

496,929

平　均　年　齢

（参考）　都道府県平均
区　分

期末・勤勉手当

　　　　千円 千円　

28年度の総費用に占

める職員給与費比率

岩手県（技能）

職員給与費

1,436,612

総費用に占める

岩手県（事務）

336,004

基本給

29年度

給与費 B/A

Ａ  

％千円　

Ｂ　

307,328 498,412
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     ウ　地域手当 （平成30年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ 人

％ ％

     エ　特殊勤務手当（平成30年４月１日現在）

千円

　円

　％

     オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

     カ　その他の手当（平成30年４月１日現在）  

円

円

支給実績（29年度決算）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

63.0

45,228

56,321

抗悪性腫瘍剤の調剤及
びプロトコール管理の業
務、放射線を人体に対し
て照射する業務、病理細
菌を取り扱う検査業務

13,364

当直勤務の時間内及び
深夜における診療

千円

千円

千円

125,663

2,770,129

837,635

医師の欠員等の理由によ
り、病院相互の間で診療
のため行う応援業務

給料月額の20/100の範囲
内の割合に644,500円の範
囲内の額を加算した額

分娩の業務に従事した場
合

679,801

１回10,000円に分娩に係る
胎児の数を乗じて得た額
の範囲内（医療局長が別
に定める場合は20,000円）

千円

1,656 千円

左記職員に対する
支給単価

医療業務、救急等の緊急
業務

待機当番に従事した場合

千円

正規の勤務時間による勤
務の一部又は全部が深
夜において行われる看護
等の業務

１時間2,000円の範囲内

勤務１回10,200円の範囲
内

日額55,000円の範囲内

１回2,500円の範囲内

日額210円731

1,840,621

8

527,818

16

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

－

結核患者又は感染症の
患者が入院する病棟にお
いて行う結核又は感染症
の患者の診療、看護、処
置、検査等の業務

主な支給対象業務

岩手県内全市町村 0 0

支給実績
（29年度決算）

支給総額（29年度決算）

東京都特別区 20 0 20

医師

千円

住居手当

賃貸住宅居住者又は単身赴任者で
配偶者等が賃貸住宅に居住する職
員に支給されます。（月額：27,000
円以下）

同じ。 － 396,663 千円

（29年度決算）

227,046

300,844

内容及び支給単価 平均支給年額

扶養手当
扶養親族のある職員に支給されま
す。（月額：配偶者・父母等6,500
円、子10,000円）

同じ。 － 428,361 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 28 年 度 決 算 ） 734

一般行政職
の制度

との異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
（29年度決算）

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

支給職員１人当たり

手　当　名

支 給 実 績 （ 29 年 度 決 算 ） 3,419,784

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 29 年 度 決 算 ） 697

支 給 実 績 （ 28 年 度 決 算 ） 3,558,555

分娩手当

有害物取扱手当

医師

薬剤師、診療放射線技師、臨床検
査技師

当直等診療業務手当

待機手当

給料の特別調整額を支給される医
師

夜間及び休日等における救急医療
体制を確保している病院等に勤務
する職員

医師又は歯科医師

防疫等作業手当

医師手当

医師、看護師、医療技術員等

医師又は歯科医師

手当の名称 主な支給対象職員

看護師又は准看護師等夜間看護手当

診療応援手当

555 -

959,938

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

日額300円
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円

円

円

円

円

円

円

円

62,659244,196

夜勤手当

正規の勤務時間として、午後10時
から翌日午前５時までの間に勤務
することを命ぜられている職員に対
して支給されます。（１時間：勤務１
時間当たりの給与額の25/100）

同じ。 － 338,076 千円

315,499

11,467

140,421

310,346 千円

管理職員特別勤務手当

特定管理職員等が週休日又は休日
等に勤務した場合に支給されます。
（勤務1回12,000円以下）

同じ。 － 172 千円

宿日直手当
宿直又は日直勤務することを命ぜら
れた時に支給されます。（勤務１回
5,900円～20,000円）

同じ。 －

寒冷地手当

11月から翌年３月までの間現に支
給地域に居住する職員に対して支
給されます。（月額：7,360円～
17,800円）

同じ。 － 千円

初任給調整手当

医師、歯科医師として新たに採用さ
れた職員及び医療職給料表(２)の
適用を受ける職員の職のうち薬学に
関する知識を必要とする職に対して
支給されます。（月額：309,200円以
下）

異なる。

医師手当を支給し
ていることを考慮
し、一般行政職と
手当の支給限度
額が異なります。

1,444,453

単身赴任手当

異動に伴い、住居を移転し、やむを
得ず配偶者と別居することとなった
職員に対し支給されます。（月額：
30,000円、交通距離により加算有）

449,925

千円

同じ。 － 103,445 千円

846,316

115,782

千円 2,449,184

管理職手当（給料の
特別調整額）

管理又は監督の地位にある職員に
支給されます。（月額：27,900円～
136,300円）

同じ。 － 109,316

通勤手当

通勤のために交通機関等を利用
し、又は交通用具を使用している職
員に支給されます。（月額：交通機
関等利用者75,000円以下、交通用
具使用者35,000円以下）

同じ。 － 384,282 千円

14



　(２)　電力事業

   　①  職員給与費の状況

     ア　決算

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費　29,163千円を含みません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成30年３月31日現在の人数です。

        イ　 特記事項

　 　給料の特別調整額減額 本庁部長級 5％減額

本庁副部長級 5％減額

本庁総括課長級 3％減額

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

- 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

    ③　職員の手当の状況

     ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

・役職加算　 ５～20％ ・役職加算 ５～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 15～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

     イ　退職手当（平成30年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置

（２～20％の加算） （２～20％の加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額です。

     ウ　地域手当 （平成30年４月１日現在）

千円

　 円

％ 人 ％

％ ％

（1.45）

582,449

0

5,2970 25,358

平均月収額

39.7575 47.709

１人当たり平均支給額（29年度）

39.7575

28.0395

47.709

（0.85）

330,062

120

（1.45）

岩手県知事部局

区　分

岩手県企業局

事業者

　　　　　　Ａ

1,829

千円千円

－

東京都特別区 20 1 20

岩手県内全市町村

1,564

19.6695 24.586875

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 796,800

47.709

支給実績（29年度決算） 797

19.6695

2.60

460,086

人

44.6 369,164

29年度

基本給

187,602

団体平均

一 人 当 た り 給 与 費

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）　都道府県平均

千円

583,211

　　　　　千円

104,812

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

29年度 　　　　千円 千円　 ％

4,104,531 824,768

区　分
総費用

純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める

28年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

千円　

19.3

6,866

1,372,539

職員数

33.2707528.0395

給　 料

支給率 支給対象職員数

42.6

千円

岩手県企業局

支給対象地域

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年

岩手県

0

33.27075

岩手県知事部局

24.586875

給与費 B/A

2.60 1.75 1.75

47.709 47.709

（0.85）

１人当たり平均支給額（29年度）

＜基本給＞
給料の月額+扶養手
当+地域手当の平均

＜平均月収額＞
職員１人当たりの平
均年収額を12で割っ
たもの

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

職員手当

20.0

職員給与費比率

％

-

一般行政職の制度（支給率）

22,962

47.709

6,271752,500

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　   　   勧奨・定年

千円
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     エ　特殊勤務手当（平成30年４月１日現在）

千円

　円

　％

     オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

     カ　その他の手当（平成30年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

支給実績
（29年度決算）

292

57,567支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

職務の級により日額710～
880円

支給総額（29年度決算） 3,857

日額650円（勤務時間外975円）

１時間当たり210円

55.8

772 千円
職務により日額940～1,100
円

土地の取得等に係る交渉 3

4時間以上日額300～700
円
4時間未満日額180～420
円

同じ。

（注）１ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

左記職員に対する
支給単価

156,736千円

千円

支給職員１人当たり

789,629

1,881

67,500

夜勤手当

正規の勤務時間として、午後１０時
から翌日午前５時までの間に勤務
することを命ぜられている職員に対
して支給されます。（１時間：勤務１
時間当たりの給与額の25/100）

同じ。 －

寒冷地手当

11月から翌年３月までの間現に支
給地域に居住する職員に対して支
給されます。（月額：7,360円～
17,800円）

千円

住居手当

同じ。 － 7,493

通勤手当 17,201

管理職手当（給料の
特別調整額）

通勤のために交通機関等を利用
し、又は交通用具を使用している職
員に支給されます。（月額：交通機
関等利用者75,000円以下、交通用
具使用者35,000円以下）

管理又は監督の地位にある職員に
支給されます。（月額：27,100～
133,600円）

同じ。 － 11,844 千円

274,855

157,812

248,388

賃貸住宅居住者又は単身赴任者で
配偶者等が賃貸住宅に居住する職
員に支給されます。（月額：27,000
円以下）

同じ。

平均支給年額

（29年度決算）

－ 千円

－ 6,597 千円

扶養手当 同じ。 －
扶養親族のある職員に支給されま
す。（月額：配偶者・父母等6,500
円、子10,000円）

14,407 千円

一般行政職
の制度

との異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
（29年度決算）

手　当　名 内容及び支給単価

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 28 年 度 決 算 ） 455

圧搾空気内で行う点検等 0

用地交渉等手当 全職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 29 年 度 決 算 ） 378

支 給 実 績 （ 28 年 度 決 算 ）

2,790 千円

圧搾空気内作業手当 全職員

夜間特殊業務手当

危険作業手当

正規の勤務時間による勤
務の全部が深夜（午後10
時後翌日の午前5時前を
いう。）において行われる
発電所の運転の操作及
び監視の業務

特に危険を伴う業務

千円

全職員

特殊現場業務手当 本庁、事業所に勤務する技術職員

主な支給対象職員 主な支給対象業務

発電施設若しくは工業用
水供給施設又はこれらの
施設の保守等の業務

手当の種類（手当数）

手当の名称

5

全職員

44,118

支 給 実 績 （ 29 年 度 決 算 ） 40,736
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　(３)　工業用水道事業
     ①  職員給与費の状況

     ア　決算

　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員はいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成30年３月31日現在の人数です。

     イ　 特記事項

　 　給料の特別調整額減額 本庁部長級 5％減額

本庁副部長級 5％減額

本庁総括課長級 3％減額

    ②  職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成30年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

    ③  職員の手当の状況

     ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

・役職加算　 ５～20％ ・役職加算 ５～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 15～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

     イ　退職手当（平成30年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置

（２～20％の加算） （２～20％の加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、29年度に退職した職員に支給された平均額です。

     ウ　地域手当 （平成30年４月１日現在）

千円

　 円

％ ％

＜基本給＞
給料の月額+扶養手
当+地域手当の平均

＜平均月収額＞
職員１人当たりの平
均年収額を12で割っ
たもの

岩手県知事部局

5,297

％

47.709

１人当たり平均支給額（29年度）

1.75

１人当たり平均支給額（29年度）

千円

一 人 当 た り 給 与 費給与費 B/A

（参考）　都道府県平均

11.0

28年度の総費用に占

支給実績（29年度決算）

22,962

2.60

0

（1.45） （0.85）

1,455 1,829

43.9

平均月収額

　　計　　Ｂ

－

支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算） 0

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

県内全市町村 0 0

47.709 47.709 47.709

0 0

1.75 2.60

28.0395

岩手県企業局 岩手県知事部局

349,728 533,622

事業者 - －

団体平均

岩手県 41.7 304,480 471,905

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

12,324 24,735 96,269

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

6,39917

29年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

59,210

836,830 71,691 105,456 12.6

区　分

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

29年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

区　分
総費用

純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める

職員給与費比率

支給対象地域

19.6695 24.586875

（1.45） （0.85）

岩手県企業局

47.709

33.2707533.27075 28.0395

5,663

千円

47.709

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　      　勧奨・定年

19.6695 24.586875

39.7575 39.7575

一人当たり
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     エ　特殊勤務手当（平成30年４月１日現在）

千円

　円

　％

     オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

     カ　その他の手当（平成30年４月１日現在）  

円

円

円

円

円

円

70.6

千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 29 年 度 決 算 ）

一般行政職
の制度と

異なる内容
内容及び支給単価

－ 0

0

3,805

－ 2,872

－

支給実績
（29年度決算）

（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

手　当　名

同じ。

支 給 実 績 （ 29 年 度 決 算 ）

圧搾空気内作業手当

全職員

全職員 圧搾空気内で行う点検等

同じ。

通勤のために交通機関等を利用
し、又は交通用具を使用している職
員に支給されます。（月額：交通機
関等利用者75,000円以下、交通用
具使用者35,000円以下）

2,988

－

支 給 実 績 （ 28 年 度 決 算 ）

千円

千円

千円

2,904 千円

住居手当

賃貸住宅居住者又は単身赴任者で
配偶者等が賃貸住宅に居住する職
員に支給されます。（月額：27,000
円以下）

同じ。 0

寒冷地手当

11月から翌年３月までの間現に支
給地域に居住する職員に対して支
給されます。（月額：7,360円～
17,800円）

同じ。 － 1,086 千円 67,875

夜勤手当

正規の勤務時間として、午後１０時
から翌日午前５時までの間に勤務
することを命ぜられている職員に対
して支給されます。（１時間：勤務１
時間当たりの給与額の25/100）

0

（29年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 28 年 度 決 算 ） 254

一般行政職
の制度

との異同

管理職手当（給料の
特別調整額）

管理又は監督の地位にある職員に
支給されます。（月額：27,100～
133,600円）

同じ。

176

191,463

1,434 千円

支給職員１人当たり

平均支給年額

290,400

286,800

通勤手当

用地交渉等手当

特殊現場業務手当

危険作業手当

1,040

職員全体に占める手当支給職員の割合（29年度）

本庁、事業所に勤務する技術職員

全職員

支給実績
（29年度決算）

86,668支給職員１人当たり平均支給年額（29年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

手当の種類（手当数）

支給総額（29年度決算）

4

左記職員に対する
支給単価

扶養手当
扶養親族のある職員に支給されま
す。（月額：配偶者・父母等6,500
円、子10,000円）

同じ。 －

４時間以上日額300～700
円
４時間未満日額180～420

1,036
職務の級により日額710～
880円

１時間当たり210円

0 千円

4

発電施設若しくは工業用
水供給施設又はこれらの
施設の保守等の業務

0

職務により日額940～1,100
円

特に危険を伴う業務

千円

土地の取得等に係る交渉 千円
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